
第2部    アジアNIEs・アセアン諸国の賃金変化
付注

付注1    製造業雇用者の年間実収賃金額のデータについて

表2-1-3 に掲げた賃金額のデータの資料出所、統計調査の対象、賃金額の算出方法、賃金の範囲等は、下
表のとおりである。賃金の範囲は、本文で述べた実収賃金の定義と異なる場合のみ記した。

なお、各国通貨表示による賃金額は、付表1のとおりである。

表2-1-8 に掲げた賃金上昇率は、台湾B及びドイツBを除き、付表1のデータから算出した。台湾Bのデー
タは、付表2のとおりである。ドイツBのデータは、OECD「National Accounts Vol.Ⅱ」から算出した。
また、消費者物価指数は、台湾を除き、世界銀行「World Tables 1993」又は、IMF「International
Financial Statistics」による。台湾は、行政院主計処「Taiwan Statistical Data Book」による。

賃金額のデータの資料出所、統計調査の対象、賃金額の算出方法、賃金の範囲等
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付表1 製造業雇用者の年間実収賃金額(各国通貨表示)
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付表2 台湾の賃金及び労働生産性(1986年=100)
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第2部    アジアNIEs・アセアン諸国の賃金変化
付注

付注2    製造業の労働生産性のデータについて
1    算出方法

表2-1-7 及び 表2-1-10 の労働生産性(名目値)は、同表の注に記した台湾、中国及びドイツを除き、鉱工
業統計による付加価値額を従業者数(自営業主、家族従業者及び雇用者の合計。家内労働者を除く。原則
として、年平均)で除して算出したものである。
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第2部    アジアNIEs・アセアン諸国の賃金変化

付注
付注2    製造業の労働生産性のデータについて

2    付加価値額の概念等

鉱工業統計上の付加価値額は、原則としてセンサス付加価値額(Census Value Added)の定義によってい
る。その定義は、国連「Industrial Statistics Yearbook」に記載されているが、大まかにいえば、対象期
間における鉱工業(本書の場合は、製造業)本来の生産活動(修理、保守等関連サービスの純収入を含む。)
に基づく総生産額から総費用額を差し引いた額である。これに対して国民経済計算上の付加価値額(Total
Value Added)は、このセンサス付加価値額に、その事業所が行った「非鉱工業サービス」(鉱工業本来の
生産活動に含まれないサービス)に基づく純収入(受取マイナス支出)の額を加えたものとされている。非
鉱工業サービスの支出には、保険料、各種賃貸料、通信費、広告費、市場調査費、商標使用料等が含ま
れる。香港の鉱工業統計上の付加価値額は、このTotal Value Added概念によっている。なお、いずれの
場合も、原則として、減価償却額を控除する前の粗付加価値額である。

付加価値額の表示(評価)方法には、「間接税マイナス補助金」の額を含む生産者価格表示とそれを含まな
い要素費用表示とがあるが、 表2-1-7 又は 表2-1-10 に掲げた国・地域のうち台湾A、B(いずれも国民経
済計算ベース)、韓国、タイ、フィリピン、カナダ及びドイツ(国民経済計算ベース)は生産者価格表示、
それ以外の国は要素費用表示とされている。なお、 表2-1-10 の日本のデータは、減価償却額控除後の純
付加価値額によっている(長期の系列が利用可能なため)。また、アメリカの労働生産性は、従業者数の
データがないため、雇用者数を用いて算出した。

実質値は、国民経済計算ベースの製造業の付加価値デフレータにより名目値をデフレートしたもの。
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第2部    アジアNIEs・アセアン諸国の賃金変化

付注
付注2    製造業の労働生産性のデータについて

3    資料出所

表2-1-7 及び 表2-1-10 のデータ(付加価値額及び従業者数)の資料出所は、以下のとおりである。

1) シンガポール、韓国、マレイシア、タイ、フィリピン、インドネシア、中国、アメリカ、カナ
ダ、イギリス及びスウェーデンは、付注1の表に掲げる賃金データの資料出所と同じ(タイは、タイ
Bに同じ。)。 

2) 香港の付加価値額は香港政庁センサス統計局「Hong Kong Annual Digest of Statistics」。台湾A
は前出「Taiwan Statistical Data Book」、台湾Bは付表2のとおり。日本は、通商産業省「工業統計
表」(事業所規模4人以上)。ドイツは、 表2-1-8 のドイツBに同じ。オーストラリアは、オーストラ
リア統計局「Year Book Australia」所収の鉱工業統計のデータ。 
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第2部    アジアNIEs・アセアン諸国の賃金変化

付注
付注2    製造業の労働生産性のデータについて

4    労働生産性指数(名目値)

上記のデータにより作成した労働生産性指数(名目順)は、付表3のとおりである。

付表3 製造業の労働生産性指数(名目値:1980年=100)
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第2部    アジアNIEs・アセアン諸国の賃金変化

あとがき

本年報第2部「アジアNIEs・アセアン諸国の賃金変化」の作成に当たっては、外務省、経済企画庁、総務
庁統計局、アジア経済研究所、日本貿易振興会等の方々から必要な情報の収集について御協力いただい
た。特にアジア経済研究所の研究員及び統計調査部の方々には、貴重な情報・資料の提供及び御助言を
いただいた。改めて感謝申し上げる。

なお、参考とした文献の主なものは以下のとおりである。

1) ILO「WORLD LABOUR REPORT 3」87年

2) 世界銀行「THE EAST ASIAN MIRACLE」93年

3) 「NIEs・ASEANの持続的成長」日本貿易振興会92年

4) アジア経済研究所、海外経済協力基金、国際協力事業団、日本貿易振興会編著「2001年のアジ
ア経済」東洋経済新報社92年 

5) 韓国経営者総協会「労働経済40年史」89年

6) 韓国経営者総協会「韓国の賃金管理」92年

7) 鄭寅樹「韓国の賃金構造6.29以後の変化」91年

8) 朴宇煕・渡辺利夫編「韓国の経済発展」文眞堂83年

9) 韓義泳「韓国企業経営の実態」東洋経済新報社88年

10) (社)産業関係研究所「激動する韓国の労働事情」89年

11) ギャリー・ロダン「シンガポール工業化の政治経済学」三一書房92年

12) 「シンガポールの労働事情」日本労働研究機構83年

13) 「新版 シンガポールの労働事情」日本労働研究機構89年

14) 「シンガポールにおける企業経営ガイド」シンガポール日本商工会議所90年

15) チラ、ボグラダロム、糸賀滋編「タイの人的資源開発」アジア経済研究所92年

16) 末広 昭、安田 靖編「タイの工業化-NAICへの挑戦」アジア経済研究所87年

17) バスク・ポンパクチット、糸賀滋編「タイの経済発展とインフォーマル・セクター」アジア経
済研究所93年 

18) サーマート・チマサクリーン、吉田幹正編「タイ経済の構造変化と工業振興政策」アジア経済
研究所90年 
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19) 渡辺利夫編「アジア諸国経済発展の機構と構造」アジア経済研究所85年

20) 「インドネシアの労働事情-労働力開発政策と日系企業」日本労働研究機構85年

21) スルヨ・スディオノ、井草邦雄編「インドネシアの地域開発と工業化-地域間の均衡ある発展を
求めて-」アジア経済研究所93年 

22) 三平則夫、佐藤百合編「インドネシアの工業化-フルセット主義工業化の行方」アジア経済研究
所92年 
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